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１　全連小の動きと国の教育施策について
　10月27日・28日の全連小研究協議会高知大会は、
全体会場のトイレ不足や初日に電車の増発が無く
て移動が困難だったことなど課題もありましたが、
会員数も減り予算的にも厳しい中、高知県の校長
先生方が一丸となって運営に努めていました。
　２月16日・17日の全連小第225回理事会では、
全連小の組織・運営の改革への取組や次年度の佐
賀大会についての説明がありました。また、「中
教審答申と学習指導要領改訂について」と題して
文科省より行政説明がありました。詳細は黒木佳
昭副会長より報告いただきます。
２　東北連小の動きと対応について
　８月29日に福島県校長会が主催して20名程度の
参加者を募り、福島第一原発と富岡第一・第二小
中学校（三春校）の見学会が実施されましたが、
実際に行ってみて復興にはまだまだ時間がかかる
ということを実感しました。
　全連小秋田大会への協力金について10月17日に
盛岡市で臨時会長会を実施しました。業者と交渉
の結果４千万円以下の予算に抑えたこと、秋田県
会員は（1,500円＋５千円）×２年間を拠出する
こと、その上で会員数の減少から他県会員からも
1,500円×２年間の協力をお願いしたいとの申し
出を受け各県の理解を得ました。
　これを本県第３回理事会で報告し大筋で理解を
得たことを２月３日の東北連小第３回理事会で報
告し、協議の結果正式に決定しました。
　また、８年に１回東北ブロックで全国大会を担

うことに備える東北大会運営準備金（仮称）につ
いては、「薄く長く全員で」という基本理念の理
解は得ましたが、さらにスリム化を目指すなど詳
細について継続審議していきます。
３　県連小活動を振り返って
　昨年度まで８月の理事会から２月の理事会まで
の期間が空きすぎており、協議する内容が出ても
決定することができないことから、一昨年度は県
連小の組織改編を、昨年度は会議の持ち方など運
用面の見直しを行い、今年度からこれまでの地区
会長会を第３回理事会とし、２月の理事会が第４
回となり半日開催としました。しかし、参加人数
を絞った分、心的な距離が縮まったせいか、毎回
膝を付き合わせての熱い議論が展開されてきまし
た。
①専門委員会の活動について
　一年間の活動を振り返ると、小中合同で活動し
ている対策委員会では、県校長会の会員減少に伴
う予算上の問題から、今年度より会議のスリム化
を図り開催場所や参加メンバーなどを見直しまし
たが、例年と変わりなく各地区からの要望の取り
まとめや「お願い」の作成、行政の方々との連携
が図られました。また、研修委員会が中核となり、
西置賜地区が担当して開催された第70回県連小研
究協議会の開催。生徒指導委員会による、アンケー
トでの県内生徒指導の現状把握と、その結果をも
とにした分析と考察の発信。こうした取組や、各

県連小　第３回理事会・第４回理事会報告

県連小の結束力を高め 更なる発展と充実を
　第３回理事会（H28.11.18㈮）、第４回理事
会（H29.2.24㈮）が開催されました。その概
略について報告します。

田中利幸会長　挨拶
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地区校長の実践、県連小５年の歩み、遠藤光男県
連小幹事が全連小への報告としてまとめた「復興
の担い手を育む教育活動から」の掲載を主な内容
とした研修委員会による研究紀要の発刊。
　このように組織のスリム化が図られた上に、３
つの専門委員会を中心に実に充実した活動を行っ
ていただいたことに感謝申し上げます。
②東北連小研究協議会山形大会に向けて
　さて、東北連小山形大会への準備も黒木佳昭実
行委員長、最上博之事務局長を中心に順調に進ん
でいます。９月20日に拡大事務局会を開催し、主
管する山形・上山・東村山地区の会員が一堂に会
し現場を見ながら相談しました。
　そして、２月３日の東北連小第３回理事会では、
具体的な申し込み方法や大会宣言（案）の提案な
ども行い承認されました。また、２月21日の第７
回正副部長会では、各専門部の進捗状況の確認と
案内状や参加申込書などの袋詰め・発送作業を行
い各県事務局に届けました。
　以上のような今年度の動きに続いて、次年度は
県連小を取り巻く県内外の教育界全体に大きな動
きや変化が訪れます。しかし、こうしたときこそ
互いに胸襟を開いて語り合い、県連小の結束力を
高めると共に更なる発展と充実に努めましょう。

報　　　告
１　全連小理事会関係　
○�佐賀大会発表に関わって、本県は第2分科会「組
織 ･運営」（北村山）と第7分科会「研究 ･研修」
（西村山）になる。
○�新学習指導要領について「英語」が入ってくる
が、モジュールで実施できるのは２時間以上の
教科のみ。よって中学年の英語活動については
モジュールで行うことができない。目標達成の
ためには１単位時間が必要。
○�海外教育視察を隔年実施とし、補助金を１／２
にしたい。
２　東北連小理事会関係
○�平成31年度全連小研究協議会秋田大会協力金に
ついて、平成29年と30年の2年間1500円を集め
ることが決定した。また、設置が増えてきた小
中一貫校や義務教育学校の会費や助成金を改め
て検討する必要がある。
○�東北連合小学校長会「会長会」の位置づけにつ
いて、運営等必要事項を協議する会とし、会長

会で決定した内容は、その後に開催される理事
会で最大限尊重されるものとする。（あくまで
も決定機関は理事会）したがって、「会長会」は、
会則上の機関として位置づけない。
○�来年度の東北連小山形大会については、原案通
り認められた。
３　県連小各専門委員会関係
①対策委員会
○�対策委員会活動に関するアンケート調査の結果
として、経営懇談会、経営学習会は県教委の話
を直接伺ったり小中学校長会の考えを理解して
もらう貴重な会であり、今後も継続していく。
○�各地区の対策活動として、市町村教委との話し
合い等で「お願い」の内容が生かされている。
また、対策委員会の情報交換が会員の意識向上
に役立っている。
②生徒指導委員会
○�関係機関（児童相談所）との情報交換は、児童
虐待の現状や動向など有意義であった。
○�各地区の生徒指導上の課題・取組についての情
報交換も活発に行われた。
○来年度も4回開催としたい。

平成２９年度　山形県連合小学校長会活動方針
①　県連小の歩み
　山形県連合小学校長会は、昭和２２年に結成されて以来、本県小学
校教育の充実発展のため、真摯に研究と実践を重ねるとともに教育
条件の整備に努め、多くの成果を収めてきた。
②　変化する社会情勢と学校の課題
　現在、少子高齢化、ＩＣＴの進歩と社会や経済のグローバル化、
知識基盤社会への一層の進展、地域コミュニティ機能の弱体化など、
子どもを取り巻く社会情勢はめまぐるしく変化している。学校では、
大量退職に伴う教職員の世代交代、いじめや不登校問題、情報モラ
ルの欠如や生活習慣の乱れ、規範意識の低下など課題が山積してい
る。
③　必要とされる人間像
　このような時代だからこそ、自分の意志をしっかりともち、多様
な価値観をもつ人々と共に考えながら、問題解決に主体的に参画し
ようとする意識や態度の醸成が望まれる。豊かな創造性としなやか
な知性など、新たな知を拓き、たくましい行動力をもつ日本人の育
成を目指していかなければならない。
　第６次山形県教育振興計画の基本目標「人間力に満ちあふれ、山
形の未来をひらく人づくり」の推進は、山形県の学校教育が取り組
むべき最重要課題である。
　一つ一つの困難を乗り越え、地域社会の発展に貢献するとともに、
持続可能な社会を実現するために、新たな発想や価値を創造し社会
の各分野を牽引していく人材の育成が求められている。
④�　県内小学校と校長の役割＝「夢と希望をもち 共に未来を拓く 
いのち輝く子どもを育てる学校経営」
　私たちはこうした現状を受け止め、子どもたちが未来への夢と希
望をもち、その実現に向かって人とつながりながら社会を生き抜く
力を育てていかなければならない。
　校長は、自らの責任と使命を自覚し、時代の潮流を捉える先見性
と不易流行を見極める見識をもって経営ビジョンを描くこと。創意
ある教育課程の編成・実施・評価・改善、時代を担う教職員の資質・
能力の向上、学校組織の活性化、施設設備の改善など、学校経営の
充実にリーダーシップを発揮することが求められる。
⑤　県連小の役割
　そこで、山形県連合小学校長会は、学校数が減少する中、連合体
としての組織力を一層高め、校長の学校経営力の向上に資する研修
の充実を図るとともに、人的措置を含めた教育諸条件の改善・充実
に向けて積極的に提言し、県民の信頼と負託に応えていく必要があ
る。
　そのために、家庭や地域、関係機関との連携を図り、次の事項を
重点としてその実現を期するものである。
１�　特色ある学校づくりと教職員の資質・能力の向上を目指した学
校経営の推進
　⑴�　夢と希望をもち 共に未来を拓く いのち輝く子どもを育てる
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学校経営
　⑵　教育公務員としての規範意識の高揚と教育力の向上
　⑶　次期学習指導要領を見越した教育課程の編成及び工夫
２　学校経営の充実に資する研修の推進
　⑴�　第57回東北連合小学校長会研究協議会山形大会 兼 第71回山

形県連合小学校長会研究協議会の実施
　⑵　県連小理事研修会の開催
３　課題解決に向けた専門委員会活動の推進
　　学校経営の改善と充実を図るため、教育問題に係る研修や調査
研究などの活動や収録、および教育行財政問題の検討と対策に係
る行動を行い、本県小学校教育の振興に努める。
　⑴　対策活動の推進
　　①　人事対策
　　　　多様な教育的支援を要する子ども達に対応した教育の充実

のため、人的措置を含めた環境整備が図られるように努める。
　　②　行財政対策
　　　　教育諸条件の整備に係る調査研究に努め、施設・設備、教

材等の整備・充実、学校配当旅費の改善、教職員の資質向上
を図るための条件整備に努める。

　　③　給与対策
　　　　教職員が安心して教育に専念できるようにするための給

与・諸手当をはじめ、退職時および退職後の処遇、年金制度
等について研究を深め、その維持・改善がはかられるように
推進する。

　⑵　研修活動の推進
　　�　第57回東北連合小学校長会研究協議会山形大会 兼 第71回山
形県連合小学校長会研究協議会の開催運営に努めるとともに、
東北連小、全連小の研究協議会との連携を図る。

　　　主管地区（山形・上山・東村山）と連携し、第57回東北連合
小学校長会研究協議会山形大会の実施に向けての準備と第58回
東北連合小学校長会研究協議会青森大会への引き継ぎに努める。

　　　また、学校経営に関する研究紀要の編集を行う。
　⑶　生徒指導の推進
　　　校長を中心とした生徒指導体制を充実させ、すべての児童が
個性の伸長を図りながら社会的資質や行動力を高めることがで
きることをねらい、迅速な情報収集と情報発信を行う。

　⑷　調査研究の推進と提言内容の浸透
　　　学校経営に係る喫緊の課題を受けて調査し、県内小学校の現
状や動向を探るとともに、課題への対処方法を打ち出し、提言
として発信する。

　　　また、提言内容の浸透を図るとともに、調査結果を対策活動
の推進に生かしていく。

４　連携・交流を図る活動の推進
　⑴�　県内各地区校長会相互に、緊密な連携を図り活動を推進する。
　⑵�　山形県教育委員会、市町村教育委員会はもとより、家庭およ
び、ＰＴＡ、地域、異校種間、関係団体との連携を図る。

③研修委員会
○ �H31年度県連小研究協議会の発表分科会担当地
区は、東村山・最上・西置賜の理事が協議して決定。
○�第73回県連小研究協議会（東置賜地区担当）の
分担と32年以降の分科会構成・発表分科会の分
担について確認。
○�研究紀要第60集については、今年度から執筆者
にも1冊送ることとした。

協　　　議
１　県連小組織・運営等について
○来年度、飛島小は休校。
○平成29年度活動方針について、下の枠内のよう
に了承された。
○平成29年度専門委員会活動計画
　①対策委員会
　・�主な対策活動として人事対策・行財政対策・
給与対策を推進していく。

　・�29年度も実務は県中学校長会が中心となって
対策活動を推進する。

　②生徒指導委員会
　・�理事会からの依頼ということではなく、生徒

指導委員会として調査活動を行うことを基本
とするが、東北連小山形大会の取り組みを重
点とするため、来年度の調査研究は実施しな
い方向でいく。

　③研修委員会
　・�第57回東北連小研究協議会山形大会に向けて、
研究部の一員（分科会責任者）として業務に当
たる他、各地区発表に向けた連絡調整を行う。

２　平成29年度東北連小の諸活動について
　①活動方針案
　〇 �H29年度案は岩手県から作成 ･提案、H30年
度案は山形県が作成 ･提案

　②活動計画案
　〇�東北連小事務局業務及び山形大会事務局業務
が組み込まれる

　③事務局関係業務一覧案

【東北連小山形大会第4回実行委員会】より
〇東北連小山形大会の案内状及び参加者のとりま
とめ依頼を行った。
〇参加申込書に前泊の申し込み欄を設けた。なる
べく同じ市町村の校長が同じ宿泊場所になるよ
うに業者に申し伝えるが、キャパシティーもあ
るので、すべて希望通りにならないことを了承
してほしい。
〇学校数の減少や義務教育学校・小中一貫校など
によって全体の参加者に変更もあり得る。
〇県連小のホームページをリニューアルし、山形
大会の申し込みをWeb 上から可能にした。是非、
ホームページを閲覧していただきたい。

第3回理事会研修（H28.11.18）より
テーマ「人事評価制度導入への対応と課題について」
話題提供〈東置賜地区　長濱　洋美　理事〉

○�校長の役割として、次の3点を意識して制度
を活用した
　①　人材を育成すること
　②　議論を通して組織の活性化を図ること
　③　教育の本質を追究し続けること
○�校長として、制度の趣旨を職員に正確に伝え、
組織体として機能させる努力が大切
○�時間を有効に活用しながら、公正で客観性の
ある評価を行った
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県教育委員会のご指導
◆義務教育課長　澁江学美　氏
１�）「さんさん」プランを活かした「探究型学習」
の推進
・�少人数による安定度を活かした授業改善を行っ
てほしい。
・�「きめ細やかな指導」に加え、「主体的・協働

的な学び」を実
現してほしい。
２�）新しい学習指
導要領に基づい
て時間割編成を
行う際の留意事
項
・�「各教科の授業について、年間35単位時間を超
える部分について、15分程度の短い時間を単位
とするなど、柔軟な時間割を編成して実施する
ことができる」ということは、年間の標準授業時
数が35単位時間以内である「特別の教科　道徳」、
「特別活動」、「外国語活動」については、短時
間学習で実施するのではなく、週時間割に１コ
マを位置づける必要があるということである。
３�）東日本大震災による避難児童生徒へのいじめ
未然防止について
・�これまで以上に、適切で温かい支援を継続して
ほしい。

～各地区より（抜粋）～
（東村山）
・�面談日程等
の時間を確
保するため
にも、教育
課程の編成
の見直しが
必要である。
・�評価に公正性、客観性が必要といいながら、形
骸化するのではないか危惧している。
・�学校の目標、学校経営に添った評価項目の設定
が必要である。
（田川）
・�タイトなスケジュールで面談を行わなければな
らない。
・�学校教育目標に照らし合わせた目標設定でなけ
ればおかしい。
・評価の形骸化に向けたスタートを切った。
（飽海）
・業績評価の期間（半期）が短い。
・�新採2年目の評価Ｃと中堅の評価Ｃは、意味合
いが違うのではないか。
・上期と下期のつなぎが短い。
（最上）
・�人事評価に関して気張る必要なし。目的は教職

員の資質向上と学校組織の活性化である。
・�長期休業日も面接を行わなければならい現状で
ある。
（西村山）
・目的としてではなく、手段として活用している。
・�面談そのものはいいのだが、時間の確保が厳しい。
・�どうなるとＢ or Ｄなのか、教師個人の評価基
準を本人より聞いている。
（山形）
・目標管理の良さは認識している。
・�納得して、心から思える目標を設定するために
話し合いが持てたことはよい。
・�評価者能力を向上させていく手立てが見えてこ
ない。評価に自信が持てない。
・システム改善の方向性はあるのだろうか。
・�ビルド、ビルドの状況ではどうしようもない。
学校の状況に合わない。スクラップが必要。
・�校長の願いを込めた評価が、開示の足かせにな
るのではないか。
・�全連小の「評価改善」に参加したが、県によっ
て温度差がある。
（米沢）
・目標管理については、小学校は抜けがちである。
・�教職員と1対1で話し合うことは大切なことで
ある。
・現場に合った評価制度であってほしい。


